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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には、消費税等は含んでいない。 

３．第53期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

いない。  

  

 当第１四半期連結累計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な関

係会社における異動もない。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期

第１四半期連結 
累計期間 

第54期
第１四半期連結 

累計期間 
第53期

会計期間

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
６月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  1,474,894  1,640,018  10,201,783

経常損失（△）（千円）  △215,803  △290,206  △8,261

四半期（当期）純損失（△）  △232,468  △300,140  △108,765

四半期包括利益又は包括利益（千円）  △241,197  △304,231  △123,513

純資産額（千円）  5,137,235  4,916,362  5,253,721

総資産額（千円）  7,667,780  8,180,901  8,883,393

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円）  △14.17  △18.31  △6.63

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  67.0  60.1  59.1

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

   

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当企業集団が判断したものである。 

  

（1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響から企業

活動及び個人消費の低迷により、景気は不透明なまま推移した。海外においては一部新興国での経済成長が持続

しているものの、欧州の一部や米国での財政不安や景気低迷がみられた。 

 当建設関連業界においては、住宅販売等の一部が持ち直しつつある一方で、設備投資に対する慎重な姿勢や公

共投資の継続的な縮減等により本格的な回復といえる状況には至らず、業者間の受注競争も激化し引続き不透明

な受注環境が続いている。 

 このような環境のなか、当企業集団は、積極的な営業活動で攻めの経営を貫くとともに、業務の効率化とコス

トの一層の削減に取り組んだものの、受注競争の激化等もあり、受注高は2,117百万円（前年同期比3.6％減）に

とどまった。売上高は工事進捗が進み1,640百万円（前年同期比11.2％増）を確保した。 

 利益面については、当建設関連業界特有の季節的な要因から、各事業部門の固定費及び一般管理費を吸収でき

るまでの粗利益の確保が困難であり、また受注競争の激化等から利益率が悪化したこと等から、当第１四半期連

結累計期間の営業損益は、294百万円の損失（前年同期は222百万円の損失）、経常損益は290百万円の損失（前年

同期は215百万円の損失）、四半期純損益は300百万円の損失（前年同期は232百万円の損失）となり、前年同期に

比べ総じて悪化した。 

 当企業集団の前期繰越受注高、受注高、売上高、次期繰越受注高は次のとおりである。 

  

 当第１四半期連結累計期間のセグメント別の業績は以下のとおりである。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円） 
受注高

（千円） 
売上高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

前第１四半期連結累計期間  3,232,978  2,195,959  1,474,894  4,044,044

当第１四半期連結累計期間  2,757,769  2,117,195  1,640,018  3,234,947
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［土木関連事業］ 

 法面保護工事が主体の当事業は、前連結会計年度に引続き受注が見込める地域を重点的に営業展開したものの、

東日本大震災の影響もあり総じて発注時期の遅れが目立ち、受注高は318百万円（前年同期比33.4％減）となった

が、手持工事の進捗が売上高に寄与し、売上高は575百万円（前年同期比25.5％増）となった。しかしながら、受

注額がやや低調だったこと及び外注費等原価率が上昇したこと等から固定費を吸収するまでには至らず、営業損益

は93百万円の損失（前年同期は46百万円の損失）となった。 

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりである。 

［建築関連事業］ 

 当事業は民需が大半であり、病院関係・研究施設関係を中心に積極的な営業活動を展開し受注の獲得を喫緊の課

題として邁進した結果、受注高は1,121百万円（前年同期比62.8％増）と大幅に増加し、また売上高も550百万円

（前年同期比8.2％増）と増収を計上した。しかしながら企業間競争の激化及び工事資材調達価格の上昇等から工

事単価の下落を招き、営業損益は41百万円の損失（前年同期は12百万円の損失）となった。 

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりである。 

［型枠貸与関連事業］ 

 当事業も官需が主体で、前年同期と同様災害関連の受注が少なく、また恒常化した公共予算の減少が響いたもの

の、建設資材販売の受注が好調であり、受注高は435百万円（前年同期比10.3％増）となった。また売上高も411百

万円（前年同期比10.4％増）の計上を確保した。しかしながら固定費をカバーするまでの利益確保には至らず、営

業損益は88百万円の損失（前年同期は88百万円の損失）となった。 

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりである。 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円） 
受注高
（千円） 

売上高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

前第１四半期連結累計期間  707,083  477,578  458,193  726,467

当第１四半期連結累計期間  661,489  318,121  575,171  404,439

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円） 
受注高
（千円） 

売上高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

前第１四半期連結累計期間  2,456,651  689,106  508,913  2,636,844

当第１四半期連結累計期間  2,008,967  1,121,525  550,529  2,579,963

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円） 
受注高
（千円） 

売上高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

前第１四半期連結累計期間  130,193  394,530  372,489  152,234

当第１四半期連結累計期間  83,301  435,108  411,177  107,232
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［ハウジング事業］ 

 当事業は戸建住宅販売・リフォーム及び一般建築請負が主体であり、前第１四半期連結累計期間に計上した大口

の受注が当第１四半期連結累計期間にはなかったことも影響し、受注高は225百万円（前年同期比64.0％減）であ

った。また、売上高も戸建住宅販売が低調だったため、売上高は87百万円（前年同期比30.9％減）となった。しか

しながら、原価低減に努めた結果、また営業損益は５百万円の損失（前年同期は５百万円の損失）となり前年同期

並みの水準を維持した。 

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりである。 

［不動産賃貸事業］ 

 当事業は前連結会計年度中に取得した住居用賃貸マンション（東京都中野区）の収益があったため増収となり、

受注高は16百万円（前年同期比95.8％増）、売上高は15百万円（前年同期比80.5％増）、営業損益は当第１四半期

連結累計期間に新規に取得した賃貸用テナントビル（東京都中央区）の取得費用があったこと等から６百万円（前

年同期比10.1％減）にとどまった。 

 当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりである。 

（2）財政状態 

 当第１四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）における総資産は、前連結会計年度末（平成23年３月31

日）に比べ702百万円減少し8,180百万円となった。減少した主な要因は、前連結会計年度末に計上された営業債

権の回収による減少である。 

 一方、負債合計は、3,264百万円となり、前連結会計年度末に比べ365百万円減少した。減少した主な要因は、

工事未払金等の仕入債務の支払いによる減少のほか、未払税金の納付による減少等である。 

 純資産は、当第１四半期連結累計期間の最終損益が300百万円の損失となったこと等により前連結会計年度末に

比べ337百万円減少し4,916百万円となった。 

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ1.0ポイント上昇し60.1％となった。  

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当企業集団が対処すべき課題に重要な変更はない。 

(4)研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は17百万円である。なお、当第１四半期連結累計期間に

おいて研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円） 
受注高
（千円） 

売上高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

前第１四半期連結累計期間  28,793  626,116  126,669  528,240

当第１四半期連結累計期間  1,579  225,542  87,564  139,558

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円） 
受注高
（千円） 

売上高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

前第１四半期連結累計期間  257  8,628  8,628  257

当第１四半期連結累計期間  2,431  16,897  15,575  3,753
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項なし。  

   

 該当事項なし。  

  

 該当事項なし。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  66,000,000

計  66,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現在

発行数（株） 
(平成23年６月30日) 

提出日現在発行数（株）
(平成23年８月12日) 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  16,640,000  16,640,000
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株 

計  16,640,000  16,640,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日 
 －  16,640,000  －  1,120,000  －  1,473,840

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

前連結会計年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はない。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   249,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,959,000  15,959 － 

単元未満株式 普通株式   432,000 － － 

発行済株式総数  16,640,000 － － 

総株主の議決権 －  15,959 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

技研興業株式会社 
東京都杉並区阿佐谷

南三丁目７番２号 
 249,000  －  249,000  1.50

計 －  249,000  －  249,000  1.50

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けている。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 831,289 1,099,683

受取手形・完成工事未収入金等 4,155,329 2,814,968

未成工事支出金 9,670 16,374

その他のたな卸資産 95,318 135,277

その他 96,859 97,479

貸倒引当金 △32,356 △22,793

流動資産合計 5,156,110 4,140,990

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,126,587 2,429,782

その他（純額） 1,273,269 1,330,401

有形固定資産合計 3,399,857 3,760,183

無形固定資産   

のれん 10,914 8,186

その他 18,463 21,066

無形固定資産合計 29,378 29,252

投資その他の資産   

投資有価証券 141,407 134,543

その他 236,847 196,238

貸倒引当金 △80,205 △80,306

投資その他の資産合計 298,048 250,475

固定資産合計 3,727,283 4,039,911

資産合計 8,883,393 8,180,901

負債の部   

流動負債   

工事未払金等 1,628,268 826,756

短期借入金 995,937 1,299,856

未払法人税等 32,334 10,686

未成工事受入金 44,451 65,115

引当金 50,060 50,307

その他 173,301 222,567

流動負債合計 2,924,353 2,475,289

固定負債   

社債 105,000 105,000

長期借入金 395,544 460,140

退職給付引当金 90,657 91,147

その他 114,117 132,962

固定負債合計 705,318 789,249

負債合計 3,629,672 3,264,539
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,120,000 1,120,000

資本剰余金 1,473,840 1,473,840

利益剰余金 2,669,687 2,336,765

自己株式 △30,631 △30,976

株主資本合計 5,232,897 4,899,628

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 20,823 16,733

その他の包括利益累計額合計 20,823 16,733

純資産合計 5,253,721 4,916,362

負債純資産合計 8,883,393 8,180,901
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 1,474,894 1,640,018

売上原価 1,375,542 1,617,936

売上総利益 99,351 22,081

販売費及び一般管理費 322,324 316,681

営業損失（△） △222,972 △294,599

営業外収益   

受取利息 426 397

受取配当金 4,901 3,664

物品売却益 8,609 －

受取補償金 255 －

貸倒引当金戻入額 － 8,715

その他 1,294 1,072

営業外収益合計 15,487 13,850

営業外費用   

支払利息 5,182 7,264

支払手数料 1,906 1,804

その他 1,229 387

営業外費用合計 8,318 9,456

経常損失（△） △215,803 △290,206

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9,171 －

特別利益合計 9,171 －

特別損失   

固定資産除却損 213 4,339

投資有価証券評価損 18,224 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 953 －

特別損失合計 19,391 4,339

税金等調整前四半期純損失（△） △226,023 △294,545

法人税、住民税及び事業税 6,583 5,738

法人税等調整額 △138 △142

法人税等合計 6,444 5,595

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △232,468 △300,140

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △232,468 △300,140
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △232,468 △300,140

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,728 △4,090

その他の包括利益合計 △8,728 △4,090

四半期包括利益 △241,197 △304,231

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △241,197 △304,231

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半期連

結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固

定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりである。 

  

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

  

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

  

配当金支払額 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用している。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

 受取手形裏書譲渡高 438,340千円  受取手形裏書譲渡高 386,783千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

  

 減価償却費 34,853千円

 のれんの償却額 2,728  

  

 減価償却費 29,096千円

 のれんの償却額 2,728千円

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 32,821 ２  平成22年３月31日  平成22年６月28日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  32,781 ２  平成23年３月31日  平成23年６月29日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸収入等である。 

２．セグメント利益の調整額△76,318千円には、セグメント間取引消去△447千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△75,871円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費である。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

（単位：千円）  

（注）１．セグメント利益の調整額△72,323千円には、セグメント間取引消去△606千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△71,717円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費である。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。  

３．従来より、「その他」に含めていた不動産賃貸事業はその損益の重要性が増したことから、前連結会計年

度より報告セグメントに含めることに変更している。 

  また、土木関連事業に含めていた土木建設関連資材販売は、組織構造の変更に伴い、当第１四半期連結累

計期間の報告セグメントより、型枠貸与関連事業に含めることに変更している。変更後の区分による前第

１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報は以下のとお

りである。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他

（注）１
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
土木関連 建築関連 

型枠貸与
関連 

ハウジ
ング 

計

売上高                   

外部顧客への

売上高 
 458,193  508,913 372,489 126,669 1,466,265 8,628  1,474,894 － 1,474,894

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 －  － － － － 447  447  △447 －

計  458,193  508,913 372,489 126,669 1,466,265 9,075  1,475,341  △447 1,474,894

セグメント利益

又はセグメント

損失（△） 

 △46,572  △12,523 △88,893 △5,729 △153,719 7,065  △146,653  △76,318 △222,972

  土木関連 建築関連
型枠貸与
関連 

ハウジング 不動産賃貸 
調整額 
（注）１ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）２

売上高               

外部顧客への
売上高  575,171  550,529  411,177  87,564  15,575  －  1,640,018

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 － － － －  606  △606 －

計  575,171  550,529  411,177  87,564  16,182  △606  1,640,018

セグメント利益
又はセグメント
損失（△） 

 △93,646 △41,270 △88,100 △5,610  6,352  △72,323 △294,599
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前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）  

（単位：千円）  

  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（注）潜在株式調整後１株当り四半期純損失金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。  

  

 該当事項なし。 

  該当事項なし。 

  
土木関連 
事業 

建築関連
事業 

型枠貸与
関連事業 

ハウジング
事業 

不動産賃貸 
事業 

調整額 
四半期連結
損益計算書
計上額 

売上高               

外部顧客への
売上高  447,625  508,913  383,056  126,669  8,628  －  1,474,894

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 － － － －  447  △447 －

計  447,625  508,913  383,056  126,669  9,075  △447  1,474,894

セグメント利益
又はセグメント
損失（△） 

 △48,846 △12,523 △86,619 △5,729  7,065  △76,318 △222,972

（１株当たり情報）

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

 １株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △14 17 円 銭 △18 31

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（千円）  △232,468  △300,140

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円）  △232,468  △300,140

普通株式の期中平均株式数（千株）  16,409  16,389

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項なし。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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